

























































県 別 富 山 石 Jl 福 井
示~と～空昭和49年昭和53年 4増5~減年年～率の 昭和49年昭和53年 4増5~年年減～率の 昭和49年昭和53年 4増5~年減～率の
総 額 6, 119 9, 916 62.1 8, 280 9, 966 20. 4 10, 427 9, 560 .. 8.3 
暴自遺品紫司のA 5, 325 8, 500 59. 6 6, 676 8, 154 2. l 10, 288 8, 542 企17.0 
政貸出府残系高3金公額庫のロD 794 1, 416 78. 3 1, 604 1, 812 13. 0 139 1, 018 632. 4 
保県証信現用在保証高協金額会の戸'- 384 6, 278 1, 534. 9 812 1, 123 38. 3 483 520 7. 7 
浸透（%度〉－瓦h 6. 3 6. 3 o. 0 9. 8 1. 3 15. 3 4. 6 5.4 17.4 
襲
予算額 37, 000 一 24, 000 12, 000 企50.0 一 一 一
融資枠 111, 000 60, 000 56, 000 .. 6.7 
融資金額 34, 970 31, 339 企10.4 60, 610 4, 230 企27.0 59, 900 31, 350 .&.47.7 







































































































B c A B 
注 1. 「重要度」のA, B, Cは．重要度の高いIi買を示し， Aが最も高い。
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集中度が極めて高い。 D,E, F, H社は，それぞれ工業基盤の技術力に優れ
ているが，内製化が強し、ため，下請企業誘発力，下請企業企業力，地域集中度







神ミ 素形材技術 塑性加工技術 溶接技術鋳造技術 鍛造技術 プレス技術 溶接技術
型部銅生て砂製な分合作品型金ど．のす製鋳機乾る操型鋳械主法鉄部~.に製分機品1よ7械スっ 中型の鍛造部分品 絞る機り械，せ部分ん断品加工によ 合筏アクー製せこ品溶よク接溶る接おア諮綾にプよセび部よ摩分るッ縛品タト旺突ン県品名
内
タト
注難易度 O！！~· e診器 ＠ ＠ ＠ 
，＼コn 必要な
方案技術 金型技術関連技術




注 ． ． ⑧ ． 
品必要な 金型技術 金型技術一＿i技令問術鍛造 金型技術関連技術









注難易度。 ⑮ 。 。
開 必関連要技な術
機自動械盤部分で加品工する小物 特油圧殊機な小器部物機分械品部分品 一（ぴ精般精度の3歯の～切高4いり級加歯）工車加お工よ S集金のEト鋳型金ーの型ベエッチングb正E県品名
リリウム合金
外
外難易度． ． ． ． 
注 必高要級でな専あ用る加．工設備が
一焼フリ一酎ォリ一エウト措エムッチ術合ッ金一チン一金ング→加型嗣グ，技工ベ術必要な品関連技術



















注 ． 。 ． 
品必要な 摺合せ技術関連技術
組立技術については，高度な オートパイの電装部分品につ 高速度鋼，軸受鋼など，特殊













































































































ことは，次の少なくとも 7つのことである。すなわち， O 工業用水利用の不
合理と不安定， 2) 安価な工業用地の確保難， 3) 工場立地の遅れ， 4) エネ
ルギーの需給逼迫と省エネルギー化の推進難， 5) 総合交通体系の未整備，
































































































































も7つのことである。すなわち， O 物流体系の未整備， 2) 最終生産物市場
圏の未形成， 3) 若年層の流出と就業機会の確保難， 4) 技術・技能の未熟と
不適合， 5) 産業情報機能の未充実と産業情報活用システムの未整備， 6) 都






































































































































くとも 6つのことであるO すなわち， 1) 地域経済における地場産業の役割と
位置づけの不明確， 2) 地場資本の未充実， 3) 後継者の育成難と若年労働力

































































































































































































































































































4節， 2. (3), 4）で、既述したような都市型工業の昭和50年～昭和60年における
製造品出荷額等を 9.3倍増と見込み，地方資源型工業や基礎資源型工業の製造
品出荷額等の伸び（それぞれ7.1倍， 8.4倍〉よりも大きく見込んでいるが，今
後は富山県のテクノポリス構想に関連した再修正計画が是非とも必要であるO
石川県では，都市機能と文化機能の集積度が高い金沢周辺地区の大浜工業団
地（工業用地面積は676,000ntである。昭和54年度現在の事業熟度は造成中，
用地買収済み，分譲未開始である。工業用地面積の分譲済み面積は90%未満で
ある。〉と金沢港臨海工業地区（工業用地面積は2,162km2である。昭和54年度
現在の事業熟度は造成中，用地買収中，分譲中であるO 工業用地面積の分譲済
面積は90%未満である。）には，都市型工業や知識集約型工業の誘致を目指し
ているO 南加賀地区は従来とは異なる高度加工型工業の振興を目指しているO
能登中核工業団地〈工業用地面積は930km2，土地利用面積は 1.97kll2である。
その所在地は石川県羽咋郡志賀町である。昭和54年度現在の事業熟度は造成
中，用地買収中，分譲未開始である。〉は，内陸型工業の誘致を目指している。
福井県では，福井港臨海工業地区（工業用地面積は7,333km2であるO その所
在地は福井市と三国町である。昭和54年度現在の事業熟度は造成中，用地買収
済み，分譲中である。〉は臨海型の基礎資源型工業の誘致を目指しているO 福
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井周辺地区や丹南地区の「既集積立地区」は，技術集約型工業，研究開発型工
業を目指し，その他の「農工立地区」には資本使用的技術型工業と労働集約型
工業の振興を目指しているO 福井県には，工業立地の基本方針として 5つの条
件があり， これにそわない企業は立地させないと定めている（『福井県の工業
立地と配置方針』 （昭和48年10月〉が，これが更新されたのかどうかはわから
ない。
このように北陸3県の工業立地の主体となる工業形態は，内陸型工業である
ことがわかる。第1次石油危機後は工業立地とりわけ3県の地域工業配置構想
の具体的進展が遅れているが，この構想を推進することはさまざまな工業開発
と地域開発に関する計画やピジョンの枠組みのなかで高付加価値型・創造的知
識集約型工業構造への質的転換を図るために是非とも必要なことである。
3) 工業再配置構想の問題点
国レベルの工業再配置構想は，北陸の工業構造の多層化と全国の地域間の有
機的連携を重視している。しかしこのことは北陸地域の工業構造の質的転換
を図るだけでは無理があるO また， 「三全総」で示された定住構想にもとづく
工業配置の目標の量的明示だけで、果たして北陸地域の企業，そのなかでも大多
数の中小企業の経営体質の改善・強化の指針となるのかどうか，はなはだ疑問
である。
従来の国レベルの工業再配置計画は，中小企業の多い北陸地域の既存企業と
域外からの誘致企業との資本的・技術的関連性を十分に把握していない面があ
る。この場合，工場適地の要件と量の把握は，製造業従業者，製造品出荷額等，
工業用地，工業用水の 4つの指標でなされているだけであり，エネルギー，輸
送網などの工業開発のハードな面だけでなく，都市機能，教育・文化・医療・
体育水準，技術・技能，情報，人的資源などのソフトな面も加味した多角的視
点からはまったく検討されていなし、。工場適地の量的把握も，工業用水安定供
給計画と水源確保計画との関連性も暖昧であり，工業用地確保計画と 3県の土
地利用計画との関連性も不明確のままであるO この土地利用計画においても，
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内陸型工業の貼付けに必要な土地について工場適地の指定権をもっ市町村と
国・県の工場適地指定条件との聞には帯離があるし，他方で既述のように工場
適地と農業適地との競合問題が現出しており，このことが農工の均衡発展を図
る上で大きな問題点となっているO
この土地問題については，現在地域整備公団が進めている八尾と能登の中核
工業団地では工業用地分譲未完了に伴う地価の高騰と金利の負担が大きな問題
点となっており，政治優先の工場立地促進策が裏目となっているとしづ実情が
あるo
第7節む す び
前節までにおいて，北陸地域の工業構造が昭和48年秋の第1次石油危機後ど
のように変化したかを生産回復状況と工業の現状分析を通じて検討してきた。
この工業構造の現状分析を踏まえて，工業全般に関する問題点を抽出し，指摘
した。さらに，今後の北陸地域の工業開発や地域開発を推進するための基本的
方向を示した。
この小論において展開した内容を問題意識にもとづいて重点的に説明すれ
ば，次の箇条書の様式で要約することができる。
1. 昭和48年秋の第1次石油危機を契機として日本経済は不況に陥ったが，
その後はその苦境を克服し，景気は回復してきたことが，北陸地域の工業にお
いても伺い知ることができる。しかし，産業中分類別業種や産業細分類別業種
のすべての業種が生産を一様に回復しているわけではなく，構造的不況業種や
特定の業種では回復状況は良くなし、。このことは3県別の業種についても言え
ることである。第1次石油危機の影響の大きかったことがわかる。
2. 北陸3県の工業構造は，現状分析で説明したようなさまざまな視点から
詳細に検討したが，工業構造の高度化と多様化はまだなされておらず，特に高
付加価値型・創造的知識集約型工業の展開が工業立地因子，そのなかでも技術
集約度の低さ〈このことは特定の中堅・核企業は除いた北陸3県全般の場合に
-34-
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は指摘できる点である。〉によってかなり遅れていることを現状分析によって
改めて指摘することができる。
3. 北陸3県の工業に関する問題点については，既述したような問題点があ
るO そのなかでも工業構造の高度化と多様化あるいは工業振興に関するソフト
な面の充実がまだ遅れているところに大きな問題点がある。
4. 北陸3県の工業開発と地域開発の基本的方向も第1次石油危機後は見直
し，改定，新規のものが策定されて変ってきたく昭和56年には富山県ではテク
ノポリス構想が出されている。〉が，その基本的方向は， 3県の特殊性と現状
を根底にしたものであるから，概略的には妥当なものである。問題は，その基
本的方向に沿って工業開発と地域開発を促進していくための財源をし、かにして
調達し，いかにして長期的かつ安定的に確保していくかという点であるO その
ためには，一般的な表現になるが，国や地方公共団体の考え方，官民一体とな
った行政の進め方が肝要であるO
この小論では，問題意識にもとづいて現状分析を行い，問題点を指摘し，工
業開発の基本的方向を示すとし、う論理展開を行っているが，その後に当然続く
べき具体的な対応策については言及していなし、。この点に小論の限界がある。
小論のような分析方法と個々の分析手法を用いて第1次石油危機後の北陸地
域における経済状況の変化特に工業構造の変化に着眼し，考察した調査研究
も，地域経済論，地域工業政策，地域開発論などを研究するための第1次的接
近方法として若干の意義をもっているのではないかと思われる。
（昭和56年11月13日夜ふけ〉
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